
部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 人事管理費 人権等研修費 4,114 4,114

人権問題について、職員研修の充実を図り、人権
問題の解決に資する。地方行政執行上必要な専
門知識を習得し、円滑な行政運営を図るため職員
を養成する。

人権尊重社会の実
現

総務部 総務部
県庁舎ペーパーリサイク
ル促進事業費

県庁舎ペーパーリサイク
ル促進事業費

13,378 11,679

「三重県環境保全率先実行計画」に基づき、環境
保全への取組みとして、本庁舎及び各県民セン
ターから排出される不要な紙類や機密文書、保存
期限切れ公文書等について再資源化を図る。ま
た、書庫等の金属類や蛍光灯、乾電池等について
も本庁舎に集約し、リサイクルすることでより一層
環境保全に対する取組みを推進する。

廃棄物対策の推進

総務部 総務部 栄典事務費 栄典事務費 1,502 1,502
叙勲及び褒章、県民功労者表彰（式典を除く）に
関する事務経費

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 人事管理費 職員公務災害補償費 6,960 6,960

職員が公務上の災害又は、通勤による災害を受
けた場合にその災害によって生じた損害を補償
し、併せてこれらの職員の福祉に必要な施策を行
う。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 人事管理費 人事管理事務費 53,708 50,295
職員の適材適所への配置換え及び職員の資質向
上に関する事務、並びに労使協働の理念定着へ
向けた取組。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 人事管理費 給与総務事務費 253,411 245,848
給与・旅費制度に従って迅速かつ正確に職員に支
給するためのシステム運用と事務処理にかかる経
費

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 職員健康管理費 職員健康管理運営費 77,783 77,756

各種の健康管理事業及び健康診断事業を実施
し、職員の健康管理を支援するとともに、ライフプ
ランの策定等、職員の生活設計策定の支援を行
う。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 福祉対策費 職員厚生事業費 43,897 43,572

職員の福利厚生のため、ライフプラン事業等に取
り組むとともに、地方職員共済組合への事業委託
及び（財）三重県職員互助会への事業費助成を行
う。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 福祉対策費 地方職員共済組合負担金 35,587 35,575
地方公務員等共済組合法に規定する費用の負担
区分に基づく組合事業に要する経費

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 組織管理費 組織管理事務費 59,312 58,701
行政課題に柔軟で弾力的に対応できる行政機構
の整備に向けて、簡素で効率的な組織機構の構
築を図る。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 組織管理費 総務事務集中化事業費 333,082 153,082

総務事務システム等を導入し、職員の給与、旅
費、福利厚生等の総務事務を「総務事務センター
（仮称）」に集中化するとともに、業務プロセス等を
見直すことにより、職員の負担軽減を図り、より効
率的な事務処理を行う。（平成２２年４月、本格運
用開始予定）

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 職員研修センター費 職員研修センター費 37,135 37,106

三重県人材育成ビジョン及び職員研修の推進方
策に基づき、多様な人材を育む組織文化を創造し
て、県民の信頼に応える県庁を確立することを目
指し、職務遂行能力、情報活用能力、意思決定能
力、政策形成能力等を高めるための職員研修を
実施する。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 文書令達費 文書令達事務費 34,332 32,939
公印の適正な管理及び文書の収発を円滑適正に
処理し、保存文書の整理及び管理を行う。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 文書令達費 高速複写機等管理費 18,020 18,020

全庁で使用する両面高速コピー機及びカラーコ
ピー機の保守管理を行う。高速コピー機の用紙
代、複写料金及びカラーコピー機の複写料金は使
用所属が負担する。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 法令審査費 法務事務費 7,957 7,801

法令執行の適正化を図るための法務事務及び訴
訟事務を行う。・法規文書等の整備及び審査並び
に法令の解釈・訴訟、不服申立てに関すること・公
益法人、公益信託の許認可案の審査・公益法人
制度改革に伴う事務・三重県公益認定法人等委
員会（仮称）の開催公報登載案件等を審査し、そ
の適正化を図る

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 行政経営品質向上費 行政経営品質向上事業費 18,285 18,285

県政のマネジメントのベースに位置づけられる経
営品質向上活動について、幹部職員の明確なビ
ジョンとミッションのもと、必要な研修の開催により
職員の理解をさらに高めるとともに、各部局への
効果的な支援の実施により内発的な改善活動を
活性化させることで、経営品質の考え方が全職員
の行動基軸となるよう取り組む。また、各部単位で
それぞれの特性に応じて展開している活動を補完
するため、政策開発経費を活用して、現場を預か
る各庁舎においても主体的に経営品質向上活動
を展開し、庁舎独自のテーマや地域的なテーマに
対応する。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 ＩＳＯ９００１事業費 ＩＳＯ９００１事業費 6,443 6,443

県民満足を目的とした品質マネジメントシステムを
構築することにより、効率的で質の高いサービス
の提供、業務水準の確保、透明性の高い行政の
実現を図る。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 外郭団体自立育成事業費 外郭団体自立育成事業費 1,661 1,661

県出資法人条例に基づく経営評価制度の的確な
運用を図るとともに、中長期経営計画に基づく団
体運営を促進するなど、公益法人制度改革などの
外部環境の変化も踏まえ、外郭団体が自立的か
つ透明性の高い運営が行われるよう取組を進め
る。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 みえ行政経営体系事業費
みえ行政経営体系推進事
業費

825 825

「県民しあわせプラン」を着実に推進するため、
様々な行政運営の仕組みがより体系的、効率的
に機能するよう引き続き改善等を進めるとともに、
「新しい時代の公」を支える行政運営のあり方等を
踏まえ、全体最適な状態で県政を運営できるよう
取組を進める。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部
みえ政策評価システム等
推進費

みえ政策評価システム等
推進事業費

7,355 7,355

第二次戦略計画の施策・事業展開を的確に評価
できるよう、運用面における必要な改善を行う。評
価結果等を「県政報告書」としてまとめ、評価表と
ともに公表することにより、県民の皆さんと情報共
有を図り説明責任を果たす。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部
県庁ＩＳＯ１４００１運営管
理事業費

県庁ＩＳＯ１４００１運営管
理事業費

9,171 9,171
県庁におけるISO14001の運営管理を行い、事業
者としての環境負荷の低減及び環境保全活動の
向上に取り組む。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 恩給及び退職年金費 恩給諸事業費 67,407 67,407
昭和37年11月30日以前に県を退職した職員及び
その遺族の生活を保障するため、恩給・退隠料・
扶助料を支給する。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 外部監査費 外部監査費 19,999 19,999

平成９年の地方自治法の一部改正において、導
入された外部監査強化制度により、監査機能の専
門性・独立性を強化するとともに、監査機能に対
する住民の信頼性を高めるため、外部監査を実施
する。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

総務部 総務部 県庁舎等管理費 県庁舎等管理事業費 1,100,800 982,731
県庁舎等の適正かつ清潔、安全な維持管理を行
い、来庁者及び職員に対し、快適な職場環境を提
供し県民、職員の満足度向上を図る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 県庁舎等管理費 合同ビル管理費負担金 11,315 3,153
三重県が区分所有している合同ビルの県有部分
に対する維持管理経費を負担し、適正な維持管理
を図る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 県庁舎等管理費 勤労者福祉会館管理費 42,835 31,016

県が所有する三重県勤労者福祉会館について維
持管理業務を（財）三重県労働福祉協会に委託す
るとともに、会館内の総務部所管の行政財産部分
にかかる通常維持管理費を負担し、適正な維持管
理を図る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 県庁舎等管理費 自動車管理事業運営費 42,066 42,066

本庁舎の公用車を集中管理し、安全、適正、効率
的な運用管理を行い本庁職員の効率的な職務の
遂行に寄与する。また、集中管理する公用車を低
公害車に積極的に更新し、窒素酸化物等の有害
物質の排出を抑制し、環境負荷の軽減を図る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 職員公舎費 職員公舎管理費 328,833 278,402
県内外の職員公舎について、適正な維持管理を
行い、職員が安心して働ける職場環境づくりに努
める。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 予算調整費 予算調整事務費 22,089 15,810
（１）予算調整室の運営に関する経費（２）予算編
成・執行に関する経費、議会に提出する議案の作
成及び財政資料の作成に要する経費

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 予算調整費
予算編成支援システム管
理費

221,005 130,005

予算編成の主要業務を電算化し、効率化を図るこ
とにより、複雑多岐にわたるデータの正確かつ迅
速な集計等を可能にするとともに、様々な角度か
らの予算分析を行うことで、今後の計画的な財政
運営に資する。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 予算調整費 財政調整基金積立金 43,059 0
三重県財政調整基金の運用から生じる果実を当
該基金に積み立てる。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 財産管理費 県有建物火災保険料 388 80
県有建物の火災に備え、（財）都道府県会館建物
共済の火災保険に加入する。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 財産管理費 県有財産市町交付金 98,526 94,891

各市町に所在する県有財産のうち、県が行政事務
に直接使用していない財産（職員公舎等）につい
て、固定資産税相当の財源を当該市町に補填す
る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 財産管理費
県有財産評価料及び事務
費

19,432 -5,058

用途廃止された普通財産について、適正な維持管
理を行うとともに、有効活用の見込みのない未利
用地等については円滑に処分を行い、効率的な
財産運用を図る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 県庁舎等維持修繕費 県庁舎等維持修繕費 578,735 -24,142
県庁舎等の県有行政財産の維持修繕を集中管理
し、県有施設を良好な状態で維持管理できるよう
計画的に維持修繕工事を実施する。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 県庁舎等維持修繕費 地域庁舎整備事業費 1,263,668 0
老朽化・機能劣化した県庁舎について、より質の
高い行政サービスを提供できるよう施設更新を進
める。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 県庁舎等耐震対策事業費 県庁舎等耐震対策事業費 50,181 0

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づ
く耐震診断の結果、耐震性が劣ると判定された庁
舎について、工法の検討及び耐震工事を効率的、
計画的に実施し県民の生命、安全の確保を図る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 積立金 庁舎等整備基金積立金 130,088 0

三重県庁舎等整備基金条例に基づき県庁舎等の
県有施設の効率的な整備を図るため、三重県庁
舎等整備基金の運用から生じる運用益や、未利
用地の売却処分益を当該基金に積立てる。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 県債管理基金積立金 県債管理基金積立金 1,384 0
県債の償還に必要な財源を確保し、将来の財政
の健全な運営に資する。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 税務総務費 税務総務事務費 133,342 132,802

①税務調査嘱託員にかかる経費②県税納税事務
嘱託員にかかる経費③税務職員研修にかかる経
費④訴訟ににかかる弁護士費用⑤税務職員表彰
にかかる経費⑥ＩＳＯ１９０００Ｓ維持にかかる経費
⑦政策開発経費

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 賦課調査費 賦課調査事務費 227,665 220,764
県税の課税調査、課税事務等にかかる経費特別
休暇（産休・産後）及び育児休業に伴う代替業務
補助職員にかかる経費

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 賦課調査費 電算管理費 591,341 572,741

総合税システム、軽油流通情報管理システム、利
子割還付調整システム、たばこ流通情報管理シス
テム、地方消費税都道府県間清算システム維持
管理経費総合税システム改修経費

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 賦課調査費
電子申告・電子納付シス
テム整備費

46,308 46,308
電子納付・電子申告システムの整備、運用にかか
る経費

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 賦課調査費
個人県民税・地方消費税
徴収取扱費

3,466,119 2,880,214

●個人の道府県民税の賦課徴収は、該当道府県
内の区域内の市町が、該当市町の個人の市町村
民税の賦課徴収と併せて行うものとされている。
（地方税法第４１条）道府県は、市町が個人の道
府県民税の賦課徴収に関する事務を行うために
要する費用を補償するため、徴収取扱費を払わな
ければならない。●地方消費税には、譲渡割と貨
物割がある。譲渡割は当分の間賦課を国に委ね、
国の消費税の賦課徴収の例により、貨物割は消
費税の賦課徴収の例により、消費税の賦課徴収と
併せて行うものとされている。都道府県は、国が徴
収に関する事務を行うために要する費用を補償す
るため、徴収取扱費を国に払わなければならな
い。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 賦課調査費 県税過誤納金等還付金 7,047,150 7,029,265

県税過誤納金等に関する還付金。還付金は法人
二税に関するものが約９割を占め、これは前年度
に予定・中間申告した法人が、当該年度に確定申
告し税額が少なくなった場合に還付するためであ
る。また、県民税利子割還付金については、法人
の利子割所得に対して金融機関が既に源泉徴収
しているため、二重課税が生じる。そこで、法人は
申告時に県民税利子割相当額を控除するが、控
除しきれなかった額を還付する。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 地方税収確保対策事業費 地方税収確保対策事業費 4,113 4,113

県税収入の確保については市町において賦課徴
収される個人県民税など市町税収と密接に関連し
ているものもあることから、県・市町が一体となっ
た地方税収全体の確保対策として、県、市町を構
成メンバーとする地方税収確保対策連絡会議を、
また、地域単位で地方税収確保対策会議を組織
し、県と市町が協力して、地方税収の確保、税務
職員の資質の向上等を図る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 滞納処分費 滞納整理事務費 50,042 38,222

県税の滞納整理に要する経費高額滞納者に対す
る差押、公売などの滞納処分をより一層強化する
ため、「特別徴収機動班」と県税事務所が連携の
うえ、機動的に滞納整理を実施し、県税収入確保
を図る。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 犯則取締費 犯則取締事務費 11,179 11,179

多くの納税者は適正に申告納付を行っているもの
の、不正な手段によって過少申告あるいは脱税を
行う事例が後を絶たないため、納税者の申告内容
が適正であるかの調査が重要である。しかも、近
年は社会構造が複雑化し、脱税行為も巧妙化、複
雑化してきていることから、適正な税務行政の推
進と軽油引取税の脱税防止を図る。また、悪質な
脱税行為であるとともに、大気汚染や土壌汚染の
元凶となっている不正軽油を撲滅するため、「売ら
ない・買わない・作らせない」を基本方針のもと、各
関係機関、軽油を販売または使用する民間団体と
連携のうえ、広域機動調査及び不正軽油撲滅ＰＲ
などを実施する。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 納税奨励費 税務広報事務費 8,705 8,705
県税収入の確保を図るため、県民の税について
の理解と納税意識の高揚及び税務政策への協力
を推進する積極性、効果的な広報を実施する。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 納税奨励費 特別徴収義務者交付金 608,929 608,929

●ゴルフ場利用税の賦課徴収の円滑な運営及び
納期内納入の促進を図ることを目的に、特別徴収
義務者に対し、特別徴収に要した経費の一部を補
填する。●軽油引取税の賦課徴収の円滑な運営
及び納期内納付の促進を図ることを目的に、特別
徴収義務者に対し、特別徴収に要した経費の一部
を補填する。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 公債諸費 公債費事務費 157,541 157,541
（１）県債発行等に係る事務手数料（２）平成２０年
度縁故債（平成２１年５月発売予定）の発行手数
料

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 地方消費税清算金 都道府県清算金 34,730,000 34,730,000

都道府県間においてマクロ的な消費関連指標に
より清算を行い、消費地と課税地を一致させるた
めの調整を行う。他の都道府県に支払うべき額と
他の都道府県から受けるべき額について、関係都
道府県間でそれぞれ相殺し、支払うべき額が多い
場合は、清算金として支払いを行う。清算時期：２
～４月５月に清算５～７月８月に清算８～１０月１１
月に清算１１～１月２月に清算

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 利子割交付金 市町交付金 1,204,966 1,204,966

県民税利子割税収額に政令で定める率（９９／１０
０）を乗じた額の３／５を各市町に係る個人の県民
税の額（３ヵ年分）に按分して当該市町に交付す
る。平成２１年３月～平成２２年２月までの県民税
利子割税収額を対象とする。交付時期：３～７月８
月に交付８～１１月１２月に交付１２～２月３月に交
付

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 配当割交付金 市町交付金 523,218 523,218

県民税配当割税収額に政令で定める率（９９／１０
０）を乗じた額の３／５を各市町に係る個人の県民
税の額（３ヵ年分）に按分して当該市町に交付す
る。平成２１年３月～平成２２年２月までの県民配
当割税収額を対象とする。交付時期：３～７月８月
に交付８～１１月１２月に交付１２～２月３月に交付

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 株式等譲渡所得割交付金 市町交付金 226,350 226,350

株式等譲渡所得割税収額に政令で定める率（９９
／１００）を乗じた額の３／５を各市町に係る個人
の県民税の額（３ヵ年分）に按分して当該市町に交
付する。平成２１年３月～平成２２年２月までの株
式等譲渡所得割税収額を対象とする。交付時期：
３月に交付

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 地方消費税交付金 市町交付金 18,455,000 18,455,000

個人の市町村税の減額と消費譲与税の廃止に伴
う市町の歳入を不足を補填するため、清算後の地
方消費税収入額の１／２を、市町に対して人口及
び従業者数に按分して交付する。平成２１年２月
～平成２２年１月までの清算後の地方消費税収入
額を対象とする。交付時期：２～４月分６月に交付
５～７月分９月に交付８～１０月分１２月に交付１１
～１月分３月に交付

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 ゴルフ場利用税交付金 市町交付金 1,643,310 1,643,310

ゴルフ場利用税の収入額の７／１０に相当する額
をゴルフ場利用税交付金として、ゴルフ場が所在
する市町に交付する。平成２１年３月～平成２２年
２月までのゴルフ場利用税収入額を対象とする。
交付時期：３～７月８月に交付８～１１月１２月に交
付１２～２月３月に交付

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 自動車取得税交付金 市町交付金 3,309,828 3,309,828

市町の道路に関する費用に充てるため、自動車
取得税収入額に政令で定める率（９５／１００）を乗
じた額に７／１０に相当する額を市町に対し、市町
村道の延長及び面積に按分して交付する。平成２
１年４月～平成２２年３月までの自動車取得税収
入額を対象とする。交付時期：３～７月８月に交付
８～１１月１２月に交付１２～３月３月に交付

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 利子割精算金 関係都道府県精算金 7,000 0

金融機関は預貯金の利子に対し５％（国１５％）の
源泉徴収をした後、所在する道府県に申告納付す
る。法人は決算後所在する道府県に対し法人二
税（利子等所得）を申告納付するが、ここで利子等
所得に対して二重課税が生じることとなる。一方、
本店法人に対し、本店法人の所在する道府県が
一括して利子割控除を行うが、この時点で本店所
在地道府県は支店所在地道府県に納付された利
子割税額相当額を立て替えたことになる。これを
解消するために、関係都道府県において精算を行
う。

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 土地開発基金運営事業費 土地開発基金積立金 55,228 0
土地開発基金の運用から生ずる運用益等を土地
開発基金に積立てる

持続可能な財政の
運営と公平・公正な
税の執行

総務部 総務部 収用委員会費 収用委員会事務費 1,091 1,091
収用委員会の運営及び収用決裁申請等に対する
審理を行う。

行政委員会

総務部 総務部 総務給与費 人件費 1,216,573 1,216,573 総務部（税除く）の人件費 人件費

総務部 総務部 人事管理費 職員退職手当 5,204,333 5,204,333 職員の新陳代謝の促進 人件費

総務部 総務部 人事管理費 災害補償基金負担金 35,703 35,681 知事部局職員分の公務災害補償基金への負担金人件費

総務部 総務部 福祉対策費 児童手当 158,760 158,760
児童を養育する職員に児童手当を支給することに
より、家庭生活の安定と児童の健全な育成及び少
子化対策への対応を図ることを目的とする。

人件費



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

総務部 総務部 収用委員会費 収用委員会報酬 6,384 6,384 収用委員会の運営を行う。 人件費

総務部 総務部 税務総務費 人件費 2,100,850 2,073,837 税務職員の人件費 人件費

総務部 総務部 元金償還金 元金償還金 88,418,849 53,325,658 既発行の県債の元金償還金 公債費

総務部 総務部 利子償還金 利子償還金 18,909,856 18,908,856 既発行県債の利子の支払い 公債費

総務部 総務部 利子償還金 一時借入金利子 272,000 154,408
歳計現金の資金繰りに伴う一時借入、基金の繰
替運用により発生する利子の支払い

公債費

総務部 総務部 組織管理費 交際費 400 400 総務部長交際費 その他

総務部 総務部 予備費 予備費 100,000 100,000
予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため
の経費

その他


